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連結注記表および個別注記表につきましては、法令および当社定款の定めにより、

インターネット上の当社ウェブサイト http://www.sakaiovex.co.jp/ に掲載する

ことにより株主のみなさまに提供しております。 



（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の数　　　11社
　　連結子会社の名称
　　　 ㈱サカイナゴヤ、マルイテキスタイル㈱、㈱サカイエルコム、サカイ建設不動産㈱、㈱ウェルサービス、
 　　　鯖江合繊㈱、織田織物㈱、フクイ殖産㈱、二日市興業㈱、朝日包装㈱、酒伊貿易（上海）有限公司

２．持分法の適用に関する事項
  　持分法適用関連会社の数　　　１社
　　　 東麗酒伊織染（南通）有限公司

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社の決算日は、酒伊貿易（上海）有限公司を除き連結決算日と一致しています。なお、酒伊貿易（上海）
　　有限公司の決算日は、12月31日です。
　　　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しています。ただし、１月１日から連結決算
　　日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。

４．会計処理基準に関する事項
  (1) 資産の評価基準及び評価方法
   ① 有価証券の評価基準及び評価方法
    　満期保有目的の債券‥‥‥償却原価法（定額法）
   　 その他有価証券
      　時価のあるもの‥‥‥決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
    　　時価のないもの‥‥‥移動平均法による原価法
　 ② たな卸資産の評価基準及び評価方法
      製品     　   　‥‥‥移動平均法による原価法
　　　　　　　　　　　　　　(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
   　 仕掛品　　　　　‥‥‥個別法による原価法、総平均法による原価法、売価還元法による原価法
　　　　　　　　　　　　　　(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
    　原材料及び貯蔵品‥‥‥総平均法による原価法、移動平均法による原価法
　　　　　　　　　　　　　　(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
    　販売用不動産　　‥‥‥個別法による原価法
　　　　　　　　　　　　　　(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
　 ③ デリバティブの評価基準及び評価方法‥‥‥時価法

  (2) 固定資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産(リース資産を除く)‥‥‥主として定額法
　 ② 無形固定資産‥‥‥定額法
 　　　　　　　　　　 　なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいています。
　 ③ リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　‥‥‥リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
 　　　　 　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ
　　　　　　　ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

  (3) 引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
　　　債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。
　 ② 賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。
　 ③ 退職給付引当金は、連結計算書類提出会社及び連結子会社３社（㈱サカイエルコム、サカイ建設不動産㈱、朝日
 　 　包装㈱）における従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
   　 額に基づき計上しています。
   　 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法により費用処
　　　理しています。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
　　　年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしていま
　　　す。
　 ④ 環境対策引当金は、保管するポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物等の処理に関する支出に備えるため、今後発
　　　生すると見込まれる金額を計上しています。

連　結　注  記　表
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  (4) その他連結計算書類作成のための重要な事項
　 ① 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。
　　　なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平
　　　均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しています。
　 ② ヘッジ会計の処理
　　　為替予約取引については振当処理を採用しています。金利スワップ取引については特例処理を採用しています。
　 ③ 消費税等の会計処理
  　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年
　　　度の費用として処理しています。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 24,743,459千円
２．有形固定資産の圧縮記帳額 344,433千円
３．担保に供している資産及び担保に係る債務
  (1) 担保資産
　　　建物及び構築物 1,971,053千円
　　　機械装置及び運搬具 0千円
　　　土　　地 973,884千円
　　　投資有価証券 10,011千円
  (2) 担保付債務
　　　短期借入金 1,275,546千円
　　　長期借入金 2,246,973千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．配当に関する事項
  (1) 配当金支払額

  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
  　  平成25年６月21日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり付議いたします。
　　　・配当金の総額 129,066,058円
　　　・配当の原資 利益剰余金
　　　・１株当たり配当額 2.0円
　　　・基準日
　　　・効力発生日

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達して
　います。
　　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っています。また、有価証
　券及び投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。
　　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動リスク
　に対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しています。なお、デリバティブは内部管理規程に従
　い、実需の範囲内で行うこととしています。

2.0円 平成24年3月31日

基準日

平成24年6月25日

平成25年3月31日
平成25年6月24日

平成24年6月22日
定時株主総会

普通株式 129,073,588円

68,362,587株

決　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額

合計 68,362,587株 ― ―

効力発生日

普 通 株 式 68,362,587株 ― ― 68,362,587株

発 行 済 株 式

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度

増加株式数
当連結会計年度

減少株式数
当連結会計年度末

株式数
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）

　(＊1) 負債に計上されているものについては、( )で示しています。
  (＊2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ
   　 　いては( )で示しています。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

  (1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(4) 未収入金
   　 　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

  (3) 有価証券及び投資有価証券
   　 　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格等によっています。

  (5) 支払手形及び買掛金
   　 　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

  (6) 短期借入金、(7) 長期借入金
   　 　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に
   　 より算定しています。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(8)デリバ
   　 ティブ取引参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適
      用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。

  (8) デリバティブ取引

   　 　金利スワップ取引の特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている
      ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています（上記(7)長期借入金参照）。

   　   為替予約取引は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。

（注2）非上場株式等（連結貸借対照表計上額199,525千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積
       ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)有価証券及び投資有価証券」
       には含めていません。

（注3）貸付金（連結貸借対照表計上額16,316千円）及びリース債務（連結貸借対照表計上額99,073千円）は、重要性が
       乏しいため、金融商品の時価等に関する事項には含めていません。

(6)短期借入金 (1,873,220) (1,877,575) 4,355

－

(7)長期借入金 (2,833,473) (2,845,974) 12,501

(8)デリバティブ取引(＊2) 8,838 8,838

(5)支払手形及び買掛金 (2,786,045) (2,786,045) －

(4)未収入金 1,016,033 1,016,033 －

計上額(＊1)

(3)有価証券及び投資有価証券 1,224,446 1,224,664 217

(2)受取手形及び売掛金 3,647,375 3,647,375 －

(1)現金及び預金 1,617,922 1,617,922 －

時価(＊1) 差額
連結貸借対照表
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（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社及び一部の子会社では、福井県において賃貸用マンション（土地を含む）及び賃貸用土地・建物を有しています。

２．賃貸不動産の時価に関する事項

（注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注2）当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて
 　　　調整を行ったものを含む。）です。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 158円50銭
２．１株当たり当期純利益 15円60銭

（重要な後発事象に関する注記）
  該当事項はありません。

614,662千円 578,584千円

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

３．引当金の計上基準

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　ます。

　　います。

　　業年度の費用として処理しています。

(3) 消費税等の会計処理

　  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事

　  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい

(2) ヘッジ会計の処理方法

　　為替予約取引については振当処理を採用しています。金利スワップ取引については特例処理を採用して

(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

(4) 環境対策引当金は、保管するポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物等の処理に関する支出に備えるため、
　　今後発生すると見込まれる金額を計上しています。

    による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしています。

(2) 賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。

(3) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
    の見込額に基づき計上しています。
　　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法によ

    数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）

(1) 貸倒引当金は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　‥‥‥リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
            なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日

          　以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

    貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）‥‥‥定額法
(2) 無形固定資産‥‥‥定額法

　    時価のないもの‥‥‥移動平均法による原価法
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

    製品            ‥‥‥移動平均法による原価法
    　　　　　　　　　　（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

個　別　注　記　表

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
    満期保有目的の債券‥‥‥償却原価法（定額法）
    関係会社株式‥‥‥移動平均法による原価法
    その他有価証券

                      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

    仕掛品          ‥‥‥個別法による原価法、売価還元法による原価法
    　　　　　　　　　　（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
    原材料及び貯蔵品‥‥‥総平均法による原価法
    　　　　　　　　　　（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　　り費用処理しています。

１．資産の評価基準及び評価方法

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　　　　　基づいています。

    　時価のあるもの‥‥‥期末日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

(3) リース資産

    販売用不動産    ‥‥‥個別法による原価法
    　　　　　　　　　　（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
(3) デリバティブの評価基準及び評価方法‥‥‥時価法
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（貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保資産
    建物 1,791,475 千円
    土地 723,614 千円
    投資有価証券 10,011 千円
(2) 担保付債務
    短期借入金 1,245,550 千円
    長期借入金 2,205,300 千円

２．有形固定資産の減価償却累計額
18,188,742 千円

３．有形固定資産の圧縮記帳額
344,433 千円

４．保証債務 179,981 千円
    関係会社の銀行借入及び取引債務に対し保証を行っています。

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
    短期金銭債権 94,902 千円
    長期金銭債権 212,679 千円
    短期金銭債務 641,879 千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

116,479 千円
3,116,080 千円
313,881 千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末 当事業年度 当事業年度 当事業年度末
株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

普通株式 3,825,793株 3,765株 － 3,829,558株

（注）増加3,765株は、単元未満株式の買取りによるものです。

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
  （繰延税金資産）
　　　貸倒引当金 15,058 千円
　　　賞与引当金 101,738 千円
　　　退職給付引当金 161,292 千円
　　　役員等退職未払金 4,725 千円
　　　投資有価証券等評価損 79,436 千円
　　　減損損失 156,206 千円
　　　その他 121,461 千円
  　繰延税金資産　小計 639,920 千円
　　　評価性引当額 △ 480,220 千円
  　繰延税金資産　合計 159,700 千円
  （繰延税金負債）
　　　前払年金費用 △ 214,995 千円
　　　その他 △ 99,481 千円
 　繰延税金負債　合計 △ 314,476 千円
　 繰延税金負債の純額 △ 154,776 千円

株式の種類

    売上高
    仕入高
    営業取引以外の取引高
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社等 （単位：千円）

買掛金 70,890

預り金 53,289

受取配当 56,910 － －

保証債務
(注3）

177,693 － －

保証料の受入
れ（注3）

135

その他の
流動資産

3,060

長期貸付金 209,279

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1） 取引金額には消費税等を含めていません。期末残高には消費税等を含めています。
（注2） 委託加工取引については、市場価格等を勘案して、一般取引条件と同様に決定しています。
（注3） マルイテキスタイル㈱の銀行借入及び取引債務に対して保証を行っているものであり、銀行借入に対し年率

0.365％の保証料を受領しています。
（注4） 織田織物㈱に対する資金の貸付は、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間5年、

一定期間の元本据置及び金利減免後、1ヶ月ごとの約定返済としています。なお、担保は受け入れていません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 145円　61銭
２．１株当たり当期純利益  10円　 3銭

（重要な後発事象に関する注記）

資金の貸付
(注4)

53,494子会社 織田織物㈱ 直接 100.0％
当社の委託加工先、当
社より資金の貸付、役
員の兼任

　　該当事項はありません。

期末残高

子会社 ㈱サカイナゴヤ 直接 100.0％
当社の委託加工先、役
員の兼任

委託加工取引
(注2)

2,571,214

属性 会社等の名称 科目関連当事者との関係 取引の内容
議決権等の
所有割合

取引金額
（注1）

子会社
マルイテキスタイ
ル㈱

直接 100.0％

当社の委託加工先、当
社の土地・建物等を賃
借、当社より資金の貸
付、役員の兼任
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